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「第４次山形県総合発展計画 実施計画（令和２年度～令和６年度）」の取組状況と令和４年度の推進方向 

政策の柱１ 次代を担い地域を支える人材の育成・確保 

政 策 １ 学校教育の充実 

 
目標指標 基準値（策定時） 直近値 目標値（R6） 進捗状況 

全国学力・学習状況調査で正答率が全国平均以上の科目数 ５科目中２科目（R1 年度） ４科目中２科目（R3年度） 全科目 概ね順調に推移 

 

施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  
①基礎学力

と応用力を

培い、向上

させる教育

の充実 

教育 学校の教育

目標を踏ま

えた教科横

断的な視点

の指導計画

を作成して

いる学校の

割合 

小：85.4％ 

中：78.6％ 

(R1 年度) 

小：

89.5% 

中：

84.0% 

 

小：

93.0% 

中：

89.5% 

 

小：

96.5% 

中：

95.0% 

 

小： 

100% 

中： 

100% 

 

小： 

100% 

中： 

100% 

 

概ね順

調に推

移 

＜ＰＤＣＡサイクルに基づく学習の指導プログ

ラムの導入・展開＞ 

・学力向上支援チームが小中学校を訪問（小中

113 校に 258 回派遣）し、組織的な授業改善に

ついて指導・支援を実施（教育） 

 

・全国学力・学習状況調査の結果分析をもとに、

学力向上推進会議教科部会において評価問題

や授業づくりのポイントを作成し、県内小中

学校への普及を実施（教育） 

 

・ＩＣＴ教育推進拠点校（小学校３校、中学校

３校、義務教育学校１校）における効果的・効

率的なＩＣＴ活用の実践について、公開授業

研究会等で発信するとともに、事例集を作成

し、県内小中学校等へ配布（教育） 

 

 

＜小学校英語の教科化など新たな教育課程に対

応した授業環境の整備＞ 

・英語教育実践リーダーの育成、ＩＣＴを活用

した指導実践等の発信と共有を実施（教育） 

 

 

 

 

＜探究型学習の促進とその評価検証の推進＞ 

・県立高校探究科（普通科探究コース）におい

て、４年間の実践を踏まえた指導・評価モデ

ルを作成するとともに、各県立高校の教員を

対象とした「探究型学習推進研究会」を開催

し、各校への普及を推進（教育） 

 

・各校の代表生徒が参加する「県探究型学習課

題研究発表会」を開催し、各校における課題

研究の成果を発表（教育） 

＜ＰＤＣＡサイクルに基づく学習の指導プログラムの導入・展開＞ 

◆児童生徒の学力育成に向けて、学校における授業改善のＰＤＣＡサイクルの

確立が必要【教育】 

⇒各小中学校における指導の工夫・改善に向けた取組みの計画・実施・評価につ

いて、指導・支援する取組みの充実 

・全国学力・学習状況調査結果による学力向上支援チームの効果の検証、指導

改善 

 

◆個別最適な学び、協働的な学びの一体的な充実（ＩＣＴの活用）が必要【教育】 

⇒ＩＣＴ教育推進拠点校等の実践による成果とＩＣＴ機器の具体的な活用方法

について、フォーラムの開催等による普及・啓発の実施 

 

 

 

 

 

 

 

＜小学校英語の教科化など新たな教育課程に対応した授業環境の整備＞ 

◆中学生について、ＣＥＦＲ Ａ１レベル相当以上の英語力を有すると思われる

生徒数の割合（令和３年度調査）が全国平均を下回っており、新たな対策が必

要【教育】 

⇒県内英語担当教員全体の指導力向上 

・小中学校における英語教育実践リーダーの育成 

・ＩＣＴを活用した指導実践等の発信と共有 

 

＜探究型学習の促進とその評価検証の推進＞ 

◆自ら課題を設定し、主体的・協働的に解決に取り組むといった、児童生徒が今

後の社会で必要となる資質・能力の育成が必要【教育】 

⇒探究型学習等の充実 

・探究科（普通科探究コース）の成果の全県立高校への普及に向けた指導・評

価モデルを活用した教員の研修会や生徒による発表会の実施 

 

 

― 小：

97.3% 

中：

81.5% 

 

   

②知徳体を

育む教育の

充実 

教育 自分にはよ

いところが

あると思う

児童生徒の

割合 

小６：83.5％ 

中３：77.8％ 

(R1 年度) 

小 6：

84.0% 

中 3：

79.0% 

 

小 6：

84.5% 

中 3：

80.0% 

 

小 6：

85.0% 

中 3：

81.0% 

 

小 6：

85.5% 

中 3：

82.0% 

 

小 6：

86.0% 

中 3：

83.0% 

 

概ね順

調に推

移 

＜豊かな人間性や社会性の育成＞ 

・教育山形「さんさん」プランにより全ての小

中学校での少人数学級編制を実施することに

より、児童生徒一人一人に目が行き届き、学

習支援の充実やより丁寧な児童生徒理解を推

進（教育） 

＜豊かな人間性や社会性の育成＞ 

◆変化の激しい社会において、よりよい人生や社会の創り手となるために、主体

的に判断し行動する力や、多様性を尊重し他者と協働しながら新たな価値を

生み出していく力、及びそれらの力の発揮の前提となる豊かな心や健やかな

身体の育成が必要【教育】 

⇒文部科学省による小学校35人学級の導入や小学校高学年における教科担任制
― 

 

小 6：

79.4% 
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施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  

2 

中 3：

79.4% 

 

 

 

 

 

＜思いやりの心と規範意識の育成＞ 

・各学校が取り組む発達段階に応じた生命の大

切さを学ぶ教育プログラムの実践事例を集

め、県 HPへ掲載するなどし、広く周知を実施

（教育） 

 

・いじめ・不登校への対応及び未然防止に向け、

家庭環境等の問題に関して学校・家庭・福祉

機関等とのコーディネートを行うスクールソ

ーシャルワーカーを配置（教育） 

 

・不登校児童生徒の自立支援のための官・民の

関係機関からなるネットワーク構築検討会議

を開催し、不登校児童生徒の支援ハンドブッ

ク、不登校児童生徒とその保護者に関わる教

職員等向けの支援ハンドブックを作成（教育） 

 

・児童生徒の心のケアへの対応の充実のため、

スクールカウンセラーの配置を拡充（教育） 

 

・学習指導や生徒指導など教員が本来担うべき

業務に専念できる環境づくりに向け、スクー

ル・サポート・スタッフや部活動指導員の配

置を拡充するとともに、関係者からなる協議

会を２回開催し、部活動の在り方の検討を実

施（教育） 

 

＜健やかな身体の育成＞ 

・体育指導の改善・充実を図るため、小中学校

の体育の授業へ外部指導者を派遣（小学校 21

校、中学校４校）（教育） 

 

・体育の授業における武道指導の充実を図るた

め、武道指導推進モデル校（２校）を指定（教

育） 

 

・大学教授等の専門家から体育授業や家庭等で

実践できるプログラムの提供を受け、県内の

学校に周知し、運動機会を創出（教育） 

の導入等を踏まえ、教育山形「さんさん」プランの効果検証、見直しに取り組

みながら、教科担任マイスター制度の導入等により、教員の教科指導力及び児

童生徒の学力向上を推進 

 

＜思いやりの心と規範意識の育成＞ 

◆教師が児童生徒と向き合うことのできる教育環境の整備が必要【教育】 

⇒不登校児童生徒の自立支援のための官・民の関係機関からなるネットワーク

構築推進会議の仕組みを活かした研修会の開催 

⇒置賜地区をモデルとした地区ネットワーク会議の開催による地域の実情に応

じた支援ネットワークの構築 

⇒不登校児童生徒のための支援ハンドブックの周知、活用の推進 

⇒教職員の働き方改革の推進 

・教員の業務を支援するスクール・サポート・スタッフ（教員業務支援員）、

校務補助員、部活動指導員の配置 

・休日の部活動の段階的な地域移行に向けた実践研究を含めた部活動改革 

 

◆新型コロナの長期化を踏まえた児童生徒の心身のケア、新しい生活様式への

対応等に係る教員の負担軽減、学校の費用負担増への対応が必要【教育】 

⇒専門知識をもったスクールカウンセラー、教育相談員等の外部専門家の配置 

⇒県立学校における消毒液や教材の購入費用の予算措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜健やかな身体の育成＞ 

◆複雑化、困難化、多様化している子どもたちの健康課題に対した指導の充実が

必要【教育】 

⇒子どもの体力・運動能力向上に向けた体育の授業の改善・充実 

・体育の授業等へ外部指導者等の派遣 

・武道推進モデル校（４校）の指定 

⇒子どもを取り巻く生活環境の急激な変化に対応した学校における健康教育の

充実 

・地域や関係機関と連携した学校への専門医の派遣 

子どものス

ポーツ実施

率（１日 60

分以上）（小

学 校 ５ 年

生） 

40.1％ 

(R1 年度) 

45％ 

 

50％ 60％ 60％ 60％ 策定時

を下回

る ― 

 

39.2％    

③社会の変

化に対応し

て自立する

力を伸ばす

教育の充実 

総務 

産業 

教育 

児童生徒の

ＩＣＴ活用

を指導する

ことができ

る教員の割

合 

72.8％ 

(H30 年度) 

73.0％ 

 

73.5％ 74.0％ 74.5％ 75.0％ 指標値

どおり

に推移 

＜多様な自己実現やスタートアップに必要とな

る力の育成＞ 

・県立高校等における大型提示装置や生徒用１

人１台端末の整備、小中学校におけるＧＩＧ

Ａスクール構想の加速による１人１台端末の

整備の前倒し、クラウドサービスの活用など、

オンライン学習に向けた環境整備等、情報活

用能力を育成するためのＩＣＴ教育環境の充

＜多様な自己実現やスタートアップに必要となる力の育成＞ 

◆ＩｏＴ等の急速な技術革新やグローバル化の進展などの社会の変化に対応

し、自立する力を育成することが必要【教育】 

⇒令和２～３年度に整備したＩＣＴ教育環境を活用した効率的・効果的な授業

の実現 

・一人一台端末を円滑に活用できる環境の整備、県立学校における教員用端末

等の整備、教員のＩＣＴ活用指導力の向上 

⇒グローバル化に対応する実践的な英語教育の推進 

76.3％ 
 

 

74.8％ 

 

   

Ｃ Ｅ Ｆ Ｒ 

Ａ２レベル

相当以上の

43.2％ 

(H30 年度) 

50％ 

 

50％ 50％ 50％ 50％ 概ね順

調に推

移 46.9％ 46.9％    
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施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  

3 

英語力を取

得または有

すると思わ

れる高校生

の割合 

実を推進（教育） 

 

・県立高校における英語指導力向上のため、学

習指導要領の改訂に伴って必要となる指導と

評価の一体化に向けて、ＣＡＮ－ＤＯリスト

作成の研修を実施（教育） 

 

・次代のＡＩ・ＩｏＴ産業を担う人材を育成す

るための講演等を実施（対象８校、107 名参

加）（教育） 

 

＜特色ある学校づくりに向けた高校教育改革の

推進＞ 

・庄内総合高校特別教室棟や置賜農業高校畜産

実習施設等の改築整備を実施（教育） 

 

・新型コロナ感染症対策のため、県立高等学校

への冷房設備の整備を前倒しして実施（教育） 

 

・県立高等学校における小規模校の入学者確

保・魅力向上等のため、小規模校の在り方検

討会議を開催するなど、小規模校の所在する

６町が設置する地域連携協議会と連携し、支

援を実施（教育） 

 

・高等学校と市町村や産業界等との協働や、学

校裁量予算による主体的な学校づくりを促進

（教育） 

 

＜子どもの育成を支え合う地域づくり＞ 

・地域学校協働活動推進員の資質向上と人材発

掘、育成を図るため、地域学校協働活動推進

員養成講座を開催（教育） 

 

・各校の学校運営協議会導入に向けた機運を高

めるため、高等学校の教職員を対象としたコ

ミュニティースクール研修会を開催（教育） 

 

・私立学校に対する運営費支援及び私立学校に

通う低所得世帯等への支援を実施（総務） 

 

・新型コロナへの対応として、授業や事務作業

をサポートする学習指導員等の追加的人材配

置に要する経費や、オンライン授業をより効

果的なものとするため著作物等をインターネ

ットで配信する場合に発生する補償金につい

て支援を実施（総務） 

 

 

・小中学校における英語教育実践リーダーの育成、ＩＣＴを活用した指導ノウ

ハウ等の発信と共有 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜特色ある学校づくりに向けた高校教育改革の推進＞ 

◆少子化による学校の小規模化に対応し、地域住民や企業、大学、ＮＰＯ等多様

な主体が連携して、学校をはじめとした学びを支援する取組みが必要【教育】 

⇒県立学校の再編整備計画に基づく高等学校の校舎等の整備の推進 

⇒高校入選の制度の見直し等、県立高等学校における小規模校の入学者確保・魅

力向上等のための協議会と連携した取組みの推進 

⇒県立高等学校における学校運営協議会導入の研究・推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜子どもの育成を支え合う地域づくり＞ 

◆少子化による学校の小規模化に対応し、地域住民や企業、大学、ＮＰＯ等多様

な主体が連携して学校をはじめとした学びを支援する取組みが必要【教育】 

⇒学校と地域のつなぎ役である地域学校協働活動推進員の資質の向上と人材発

掘・育成 

⇒県立高等学校における学校運営協議会導入の研究・推進、地域との連携の強化 

 

◆私立学校における教育環境の充実が必要【総務】 

⇒私立学校に対する運営費支援等の充実 

・一般補助金における標準運営費に対する補助率 50％の維持 

・各学校の特色ある取組みを評価して助成する「特色分加算」による、特色 

ある教育の推進 

⇒私立学校に通う低所得世帯等への支援の充実 

・政府の就学支援金の拡充に合わせ、その上乗せ補助である県単独の授業料 

軽減補助の補助対象等の見直し 

・高等教育の修学支援新制度による授業料等減免に係る私立専門学校への交

付金の交付 

⇒私立学校における新型コロナ対策の促進 

・学習指導員等の追加的人材の配置やオンライン授業を実施するための体制

づくりに取り組む私立高校に対する支援の実施 

 

 

地域課題の

解決に向け

た探究型学

習に取り組

む県立高校

の割合 

65.4％ 

(R1 年度) 

68％ 

 

70％ 73％ 76％ 80％ 指標値

どおり

に推移 88.5％ 98.1％    
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施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  

4 

 
 

④ 高 等 教

育、専門的

職業教育の

充実 

総務 

健福 

産業 

県立米沢栄

養大学地域

連携・研究

推進センタ

ーにおける

地域や企業

等との連携

による新規

の 事 業 数

（累計） 

１件 

(R1 年度) 

１件 

 

２件 ３件 ４件 ５件 指標値

どおり

に推移 

＜高等教育機関における高度で実践的・創造的

な教育の展開＞ 

・県内高等教育機関と県、産業界が一体となっ

て高等教育における将来像の議論や連携、交

流の企画を行う「地域連携プラットフォーム」

の構築に向けて、中核的役割が期待される山

形大学と意見交換を実施（総務） 

 

・山形県立米沢栄養大学・同米沢女子短期大学

を設置・運営する山形県公立大学法人の第３

期中期目標を達成できるよう、その運営を支

援（総務） 

 

・山形県立保健医療大学において、職種間の相

互理解を深め協働してチーム医療を実践する

能力を養うため、３年次に３学科（看護、理学

療法、作業療法）共通の必修科目「チーム医療

論」を配置し、実際の医療現場でのチーム医

療活動や事例検討を取り入れた実践的な多職

種連携教育を実施（健福） 

 

・ＩｏＴやＡＩなど先端技術を活用した生産性

向上が求められており、これらの技術を活用

できる人材を育成する訓練や研修等を県立産

業技術短期大学校等において実施（産業） 

＜高等教育機関における高度で実践的・創造的な教育の展開＞ 

◆時代環境を踏まえた「知と人材の集積拠点」としての高等教育の充実強化に向

け、地域の大学等とともに、より高度で実践的・創造的な教育の展開が必要【総

務】 

⇒県内高等教育機関と県、産業界が一体となり、高等教育における将来像の議論

や連携、交流の企画を行う「地域連携プラットフォーム」の構築に向けて、関

係先との連携を推進 

⇒山形県公立大学法人が第３期中期目標を達成できるよう、引き続きその運営

を支援 

 
◆少子高齢化の進展に伴う地域の保健・医療・福祉ニーズの多様化や社会情勢の

変化に的確に対応した教育の継続・提供が必要【健福】 
⇒県立保健医療大学における、医療職に求められるニーズの多様化に対応でき

る人材の育成 
・高度かつ専門的な医療の知識と技術を有し、地域に貢献できる人材の育成に 

向けた県立保健医療大学中期計画（第３期）の推進 

 
◆ＩｏＴやＡＩなど先端技術を活用した生産性向上が求められており、これら

の技術に対応できるＩＴ技術者の確保が必要【産業】 
⇒ＩＴ技術者の育成 
・産業技術短期大学校におけるＩｏＴやＡＩなど先端技術に関する内容を取

り入れた訓練カリキュラムの充実 

１件 ８件    

⑤特別なニ

ーズに対応

した教育等

の充実 

教育 障がいのあ

る幼児・児

童生徒に対

する「個別

の 指 導 計

画」の作成

率 

通級：

74.0% 

通常：

93.4% 

(R1 年度) 

通級：

100% 

通常： 

96% 

 

通級：

100% 

通常： 

97% 

 

通級：

100% 

通常： 

98% 

 

通級：

100% 

通常： 

99% 

 

通級：

100% 

通常：

100% 

 

概ね 

順調に 

推移 

＜特別支援教育の充実＞ 

・高等学校における通級指導教室（設置６校）、

特別支援教育支援員（12校 13名）を配置（教

育） 

 

・1人１台端末や大型提示装置、障がいのある生

徒のための入出力支援装置等、各特別支援学

校においてＩＣＴを活用する学習環境の整備

を実施（教育） 

 

・特別支援学校への就労支援コーディネーター

を新たに１名配置し、２名に増員（教育） 

 

・令和５年度の米沢養護学校高等部就労コース

開設に向け、実施設計を行うとともに、準備

委員会、作業部会、地域説明会を開催（教育） 

 

＜学習や社会生活に困難を有する者への支援の

充実＞ 

・授業料以外の教育費の負担軽減のための「奨

学のための給付金」の一部対象者の給付額を

増額（教育） 

 

・授業料の負担軽減のための支援金の給付によ

る修学支援を実施（教育） 

＜特別支援教育の充実＞ 

◆特別な支援が必要な子どもが増加傾向にある中、インクルーシブ教育システ

ムの推進や共生社会の考え方に基づく、一人ひとりの教育的ニーズに応じた、

幼児期から高等学校卒業までの切れ目ない支援の充実、さらには高校卒業後

の就職を見据えた進路指導・就労支援の充実が必要【教育】 
⇒幼児期から高校卒業までの切れ目ない支援体制の強化 
・「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の作成・活用の促進 
・ＬＤ等（自閉症、情緒障がい、ＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多

動性障がい）など）通級指導教室の効果的な運用 
⇒ＩＣＴの活用による児童生徒の可能性を広げる取組みの推進 
・障がい種別のＩＣＴ活用能力の育成研修の実施 

⇒高校における通級の指導研究 
・高校段階における発達障がいのある生徒への指導の専門性の向上 

⇒特別支援学校における就労支援の充実 
・特別支援学校への就労支援コーディネータ―の配置拡充 

⇒米沢養護学校高等部就労コース設置に向けた校舎の整備等 
 

＜学習や社会生活に困難を有する者への支援の充実＞ 

◆新型コロナの長期化に伴い家計に影響を受けた家庭の高校生をはじめとし

た、学習や社会生活における困難を有する生徒等への支援が必要【教育】 

⇒学びのセーフティネットの充実 

・授業料以外の教育費の負担軽減のための「奨学のための給付金」の給付（一

部対象者への給付額を増額） 

通級：

91.9% 

通常： 

93.7% 

 

 

 

通級：

92.6% 

通常： 

94.7% 
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「第４次山形県総合発展計画 実施計画（令和２年度～令和６年度）」の取組状況と令和４年度の推進方向 

政策の柱１ 次代を担い地域を支える人材の育成・確保 

政 策 ２ 生涯を通じた多様な学びの機会の充実 

 
目標指標 基準値（策定時） 直近値 目標値（R6） 進捗状況 

職業訓練・自己啓発を行った者の割合（15 歳以上） 23.6％（H29年） ― 25.3％ その他 

 

施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  
①産業界や

地域のニー

ズを踏まえ

た社会人の

学び直しの

促進 

総務 

健福 

産業 

 

公共職業訓

練（離職者

訓練）の修

了者におけ

る就職率 

68％ 

(H30 年度) 

75％ 

 

75％ 

 

75％ 

 

75％ 

 

75％ 

 

概ね順

調に推

移 

＜多様な学び直しの機会の創出＞ 

・県立保健医療大学において、地域の小規模病

院看護師を対象とした「ブラッシュアッププ

ログラム」（県内の小規模病院等に勤務する

看護職を対象に行う研修カリキュラム）を実

施し、地域の看護師が高度教育を受けられる

環境を整備（健福） 

 

・離転職者の早期再就職を支援するため、民間

訓練事業者を活用し、様々な職業訓練を実施

（42コース、受講者：517 名）（産業） 

＜多様な学び直しの機会の創出＞ 

◆地域に貢献する人材の育成と小規模病院・診療所等に勤務する看護職の実践

力の向上が必要【健福】 

⇒小規模病院・診療所等に勤務する看護職に対する学習機会の提供や情報提供、

支援の実施 

・小規模病院等の看護職に対する相談支援、研修会の開催、看護研究支援等の

充実 

 

◆事務系の業種への求人が低調な中、離転職者訓練の受講者の就職を拡大する

ことが必要【産業】 

⇒離転職者の早期再就職を支援するための職業訓練の実施 

(直近値) 

68.4％ 

    

②県民や地

域に活力を

もたらす多

様な学びの

促進 

健福 

観文 

教育 

県立文化施

設等の来館

者数 

870,200 人 

(H29 年度) 

100 万人 

 

100 万人 

※ 

100 万人 

 

100 万人 
 

100 万人 

 

概ね順

調に推

移 

＜地域課題の解決に向けた学びの促進＞ 

・地域で活躍する青年等と中高生等の交流（県

内４地区で地域活動プログラムを実施）など

を通じて、次代の地域づくりを担う中核人材

を育成（教育） 

 

・生涯学習環境の充実に向け、県緑町庭園文化

学習施設の整備を実施(教育) 

 

＜文化芸術・スポーツ等に触れる機会の充実＞ 

・県立博物館において、感染防止の対策を講じ

ながら、開館 50周年記念特別展として「1971-

やまはく誕生物語-」を開催し、開館の年であ

る 1971 年の出来事に関する資料の展示や博

物館の設計等、50年の歴史を広く紹介すると

ともに、プライム企画展「紅と藍-くらしを彩

る‐」として、山形の伝統的染色文化の紹介

や子どもから高齢者まで楽しめるイベントを

開催し、山形の宝を後世に伝え、郷土に対す

る愛着や誇りの醸成を実施（観文） 

 

・高校生を対象とする「学芸員一日体験講座」の

開催や、職員が小学校に出向く「出張博物館」

など、学校教育と連携した取組みを実施（観

文） 

 

・山形県生涯学習文化財団と連携し、美術館・博

物館が実施する企画展への支援及び県民に優

れた舞台芸術等の鑑賞機会を提供する文化施

設・団体への支援等を実施し、感染対策を十

分に取りながら、県民に魅力ある企画展や優

＜地域課題の解決に向けた学びの促進＞ 

◆一人ひとりの人生を豊かなものとし、地域や社会全体の豊かさ、活力向上へつ

なげるための生涯学習や文化芸術・スポーツに親しむ機会の充実が必要【教

育】 

⇒地域で活躍する青年等と中高生等による地域活動の企画・運営の実践などを

通した、次代の地域づくりを担う中核人材の育成 

⇒生涯学習施設の整備・活動の充実 

 

 

＜文化芸術・スポーツ等に触れる機会の充実＞ 

◆新型コロナの影響により減少した地域文化や伝統芸能に触れる機会の充実が

必要【観文】 

⇒県民の文化に親しむ機会の充実 

・文化施設等の魅力ある企画や広報の実施 

・文化芸術団体との連携、支援による県民の文化に触れる機会の創出 

・山形県総合文化芸術館の利用者ニーズに合わせた旅行商品の造成促進 

 

◆豊かな心を育むため、地域や学校等との連携により幼少期から文化に親しむ

機会の充実を図ることが必要【観文】 

⇒幼少期から文化に親しむ機会の充実 

・地域の文化・伝統芸能継承のため、文化行事等への児童生徒の幼少期からの

参加を図るとともに伝統芸能の担い手を育成 

・文化芸術団体等と連携し、親子で気軽に地域の文化、伝統芸能を体験・鑑賞

できる「やまがた伝統文化フェスタ」の開催等により体験機会を創出 

 

◆生涯学習の拠点施設としての県立博物館や県立図書館について、幅広い年代

層に対応した学びと交流の機会の拡大を図るとともに、地域課題の解決や地

域学習活動を支援することが必要【観文】【教育】 

⇒県立博物館を拠点とした学びと交流機会の拡大 

・時機を捉えたテーマの設定や来館者ニーズを踏まえた魅力ある企画・展示 

の実施 

58.3 

万人 

92.7 

万人 

   

※新型コロナによるイベント中止・人数制限等で今後の見通しが 

不透明 
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施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  

2 

 
 

れた舞台芸術等の鑑賞機会を提供（観文） 

 

・文化施設の利用回復を図るため、山形県民を

対象に、対象施設の入館料等を割引く「やま

がた文化応援キャンペーン」事業を実施（観

文） 

 

・親子をはじめ県民に山形の伝統文化を体験し

てもらう機会を提供するため、伝統文化の体

験教室や県内各地に伝わる民俗芸能の披露を

行う「やまがた伝統文化フェスタ」を開催（観

文） 
 
・新型コロナ対策を徹底の上、リニューアル後

の県立図書館における賑わい創出イベント等

を実施（教育） 

 

・新型コロナの影響によりホームゲームの中止

や延期が発生し、薄れた県民のプロスポーツ

への興味や関心、及びプロスポーツ団体の入

場料収入の減収から回復を図るため、「やま

がたプロスポーツ応援キャンペーン第２弾」

事業を実施（観文） 

 

・障がいを理由とする差別の解消や理解の促進

を担う「心のバリアフリー推進員」養成のた

め、研修会（オンライン開催）や出前講座（８

回）を実施し、新たに 249 名の推進員（延べ

2,415 名）を認定（健福） 

 

・やまがたアートサポートセンターを拠点とし

て、障がい者の芸術作品展、常設展示のほか、

県内公募展「きざしとまなざし」の巡回展及

びワークショップを開催し、障がい者の芸術

活動を広く発表する機会を設定（健福） 

 

・障がい者スポーツ選手への競技活動費助成

（対象者：８名）、日常的に選手を支援する障

がい者アスリート支援専任職員の配置によ

り、競技力向上に向けた取組みを実施（健福） 

・「実物」の教材を持つ博物館の強みを生かし、学校教育等と一層の連携を 

推進 

⇒県立図書館における地域住民等と連携した魅力ある企画展示・イベント等の

充実 

 

◆新型コロナの影響により、スポーツイベントの中止やプロスポーツ公式戦の

入場制限等が続き、県民のスポーツ観戦の機会が減少し、スポーツへの興味や

関心が薄れているとともに、プロスポーツ団体の入場料収入が減少している

ことから、県内のプロスポーツへの支援が必要【観文】 

⇒県民にプロスポーツに触れる機会を引き続き提供できるよう、プロスポーツ

団体への支援を実施 

 

◆障がい者が社会参加しやすい環境整備と差別解消に向けたさらなる取組みが

必要【健福】 

◆障がい者の自立と社会参加に向け、障がい者の芸術活動の振興、障がい者スポ

ーツの理解促進と気軽に参加できる機会の提供が必要【健福】 

⇒障がいを理由とする差別の解消及び障がいに対する理解の促進 

・差別の解消や理解の促進を担う「心のバリアフリー推進員」の養成及び事業

所等への個別相談による障がいに対する理解の推進 

⇒障がい者が文化活動や芸術作品を広く発表し、県民が接する機会の拡大 

・やまがたアートサポートセンターを拠点とした障がい者の芸術文化活動へ

の支援の推進 

⇒障がい者の文化活動や障がい者スポーツを支える人材の育成と環境整備 

・やまがたアートサポートセンターによるファシリテータ養成講座等の事業

を実施し、障がい者芸術を支える人材の育成 

・山形県障がい者スポーツ協会と連携した障がい者スポーツ指導員等の養成

やボランティアの確保 

・山形県障がい者スポーツ協会による誰もが気軽に参加できる障がい者スポ

ーツ教室を各地域で開催し、障がい者スポーツへの理解と参加者の裾野を広

げる取組みの推進 

-6-



「第４次山形県総合発展計画 実施計画（令和２年度～令和６年度）」の取組状況と令和４年度の推進方向 

政策の柱１ 次代を担い地域を支える人材の育成・確保 

政 策 ３ 若者の定着・回帰の促進 

 
目標指標 基準値（策定時） 直近値 目標値（R6） 進捗状況 

15～24歳の社会増減数（県外からの転入者数－県外への転出者数） △3,313人（R1年） △3,087 人（R3年） △1,350人 概ね順調に推移 

 

施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6   
①子どもの

頃からの地

域への愛着

や理解の醸

成 

産業 

教育 

地域や社会

をよくする

ために何を

すべきか考

える児童生

徒の割合 

小６：

61.1% 

中３：

48.7% 

（R1 年度） 

小 6：

63% 

中 3：

50% 

 

小 6：

65% 

中 3：

52% 

小 6：

67% 

中 3：

53% 

小 6：

69% 

中 3：

54% 

小 6：

70% 

中 3：

55% 

概ね順

調に推

移 

＜児童生徒が地元の大人と関わりながら地域の

魅力等について学ぶ機会の充実＞ 

・ＡＩ時代を担う産業人材を育成するため、高

等学校５校において講演等を実施（参加者：

726 名）（教育） 

 

・児童生徒が地域の魅力等について学ぶ機会の

充実を図るため、小中高生が地域のよさや魅

力などについて学んだ成果を発表するコンテ

ストを開催（高等学校８校９チーム、中学校

７校 54 チーム、小学校 14 校 14 チームが参

加）したほか、小中学校における新聞を活用

した教育活動への支援を実施（教育） 

 

・大学等へ進学予定の高校生を対象に、地域企

業の経営者の講演会や先輩社員との懇談会、

企業見学等を実施し、地域企業の魅力に触れ

る機会を創出（産業） 

 

・「やまがたＡＩ部」において、ＡＩの基礎を

学ぶ高校生と県内企業が交流するなど、高校

生が県内企業に対し関心を持ってもらう機会

を創出（産業） 

 

 

 

 

 

 

＜児童生徒や保護者に向けた山形暮らしのポジ

ティブな情報・イメージの発信＞ 

・小中高生が地域のよさや魅力などについて学

んだ成果を発表するコンテストの開催やその

様子を記録した動画の公開を通して、児童生

徒や保護者に対して山形の良さを発信（教育） 
 
・新聞を活用した教育活動について、地域の最

新の情報に触れる学習の充実を図るため、教

員向け新聞活用の手引きを周知（教育） 
 
・山形のモノづくりの魅力について学ぶための

ガイドブック（「ヤマガタものづくりガイド

ブック」）を作製（20,800 部）（産業） 

＜児童生徒が地元の大人と関わりながら地域の魅力等について学ぶ機会の充 

実＞ 

◆地域の発展に貢献する人材の育成に向け、地域への理解の深化が必要【教育】 

⇒児童生徒が地域の魅力等について学ぶ機会の充実 

・地域企業等と連携したインターンシップや地元で活躍する各分野のスペシ

ャリスト等による講演等の実施 

・高等学校と市町村や産業界等が協働し、地域の課題解決等を通した探究的 

な学びの推進 

 

◆県内企業が就職先候補となるよう、大学等への進学予定者が県内企業や地域

の産業情報に触れる機会を充実することが必要【産業】 

⇒進学予定の高校生に対し、県内企業の魅力や地域で働く意義を伝え、地域の産

業界で働く意識を醸成するため、進学校と連携し県内企業を知り、地域の産業

を理解するための機会を創出 

 

◆デジタル技術を学ぶ高校生に対し、高校や進学先の卒業後の地元定着を促す

ことが必要【産業】 

⇒ＡＩ技術を学ぶ高校生を県内企業と結び付け、県内就職への意識を醸成 

・「やまがたＡＩ部」でＡＩの基礎を学ぶ高校生による、ものづくり企業の視

察やＡＩ活用方法などを検討するワークショップ等の実施（再掲） 

 

◆山形の未来を担う子どもたちの将来的な県内定着・回帰に向けては、幼少期か

ら文化芸術や農作業体験など「山形らしさ」に触れ、体験してもらうことが重

要であるが、特にコロナ禍以降、こうした体験活動の機会が減少【子育】 

⇒未就学児がふるさとへの理解を深め郷土愛を育むための体験事業の実施及び

支援 

 ・未就学児を対象とした体験事業の実施 

・未就学児が体験することができるコンテンツ等の集約及び情報発信 

 

＜児童生徒や保護者に向けた山形暮らしのポジティブな情報・イメージの発信＞ 

◆地域の発展に貢献する人材の育成に向け、地域への理解の深化が必要（再掲）

【教育】 

⇒小中高生による地域のよさや魅力などの発信機会の充実及び新聞を活用した

教育活動への支援 

 

◆世界的又は全国的に有名な製品が数多くある本県のものづくりについて、子

どもたちが学ぶ機会を充実させることが必要【産業】 

⇒山形のモノづくりの魅力の情報発信の強化 

・「ヤマガタものづくりガイドブック」の活用や県立職業能力開発施設職員に

よる出前授業等、県内小中高生に対する県内企業の情報発信 

 

 

― 

 

 

小 6：

57% 

中 3：

55% 

   

-7-



施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  

2 

②県内大学

等との連携

による若者

の県内進学

の促進 

総務 

教育 

本県出身者

の 県 内 大

学・短大へ

の進学割合 

28.1％ 

（R1 年度） 

 

28.5％ 

 

28.9％ 29.3％ 29.7％ 30.1％ 策定時

を下回

る 

＜中高生と大学等との学びの接続の充実＞ 

・「やまがたで学ぼう進学ガイドポータルサイ

ト」を県ホームページ内に移行し、県内高校

生や保護者等に向けて県内高等教育機関の情

報・魅力を発信（総務） 

 

・進学指導重点校を 12校に拡充し、進学指導の

充実に取り組むとともに、12校のうち５校に

おいて、大学との連携による模擬講義や探究

型学習への助言等を実施（教育） 

 

・若者の県内進学の促進に向け、県内大学と連

携した地元大学進学促進セミナーを開催（参

加者：高校３年生（134 名）、高校１・２年生

（341 名））（教育） 

 

＜魅力ある学習機会の創出に向けた大学間連携

の促進＞ 

・新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、人

的交流が困難となったこと等により、大学間

の連携は制約を受け、単位互換などの取組み

も縮小（総務） 

＜中高生と大学等との学びの接続の充実＞ 

◆県外への転出超過の多くが県外大学等への進学を契機とし、そのまま県外で

の就職を選択する状況にあるため、県内大学等への進学を引き続き促進する

ことが必要【総務】【教育】 

⇒就職など、将来の選択肢との結び付きを重視した形で、県内各高等教育機関の

特色と強みについて、県内の高校生や保護者に対する情報発信を粘り強く継

続 

⇒進学指導重点校における大学との連携による模擬講義や探究型学習への助言

等、県内への進学指導の充実 

 

 

 

 

 

 

 

＜魅力ある学習機会の創出に向けた大学間連携の促進＞ 

◆県内外の大学等間連携を促進し、学生にとって魅力のある学習機会を創出す

ることが必要【総務】 

⇒新型コロナウイルス感染症の流行収束を見据えつつ、遠隔授業の手法等も取

り入れながら、県内外の大学間の単位互換など、県内大学による学びの質を高

める取組みへの支援を実施 

26.2％ 

 

 

26.9％    

③県内就業

の促進 

子育 

健福 

産業 

県内新規高

卒者の県内

就職割合 

77.9％ 

(H30 年度) 

79.3％ 

 

80.0％ 

 

80.6％ 81.3％ 82.0％ 指標値

どおり

に推移 

（企業情報の発信の強化） 

＜学生目線に立った訴求力のある情報の発信＞ 

・新卒者等の採用に向けた新たな取組みを行う

県内の中小企業・小規模事業者を支援するた

め、「中小企業採用活動支援事業費補助金」

の補助メニューに新たに「ＰＲ動画作成」を

設定（PR動画作成補助実績：27件）（産業） 

・県独自の「就職情報サイト」により企業情報

等を発信（令和３年度における新規掲載社数：

65 社）（産業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜県外進学者等に対する継続的な情報発信＞ 

・県外の大学等に進学した学生に対する就職ガ

イダンス等の情報発信を実施（産業） 

・県内企業の合同企業説明会をオンラインで開

催し、県内への就業につながる情報発信を実

施（産業） 

 

 

（企業情報の発信の強化） 

＜学生目線に立った訴求力のある情報の発信＞ 

◆学生への訴求力を高めて採用力を強化するための県内企業の取組みに対する

支援が必要【産業】 

◆県内で就職先を探す際の企業の検索方法や、自己分析の重要性等を学ぶ機会

の提供が必要【産業】 

◆大学１・２年生など早い時期から企業とつながる機会や、学生と年齢の近い若

手社員から会社のリアルな情報を聞く機会の創出が必要【産業】 

⇒新卒者等の採用に向けた新たな取組みを行う県内の中小企業・小規模事業者

を支援 

・山形県中小企業採用活動支援事業費補助金による助成 

・概ね採用から５年程度の県内企業の若手社員と学生等の本音トークの開催

（オンライン） 

・学生生活・就職活動等で学生が興味を持つテーマでの知見提供（講義）とそ

れに関するトークセッションの開催（オンライン） 

・自分の専門性を活かせる県内企業があることを女子学生に知ってもらうた

め、文系・理系別・専門科目別に、学んだ知識を活かせる職種を有する県内

企業について紹介する職種図鑑を作成し、県内大学等の１年生、２年生（全

員）に冊子で配布するとともに、県ホームページで情報発信 

・女子学生を対象とした企業訪問バスツアーの開催 

 

＜県外進学者等に対する継続的な情報発信＞ 

◆県外進学者等への県内就職関連情報の継続的な発信が必要【産業】 

⇒就職ガイダンス等の情報を発信するほか、県内企業の合同説明会を、新型コロ

ナの状況を注視しながら首都圏又はオンラインで実施 

 

 

 

 

(直近値) 

80.0％ 

 

    

県内大学・

短期大学等

卒業者の県

内就職割合 

 

36.1％ 

(H30 年度) 

37.4％ 

 

38.1％ 38.7％ 39.4％ 40.0％ 概ね順

調に推

移 37.4％ 36.2％    

就職支援サ

イトのアク

セ ス 件 数

（セッショ

ン） 

49,434 件 

(H30 年度) 

50,000

件 

 

50,500

件 

51,000

件 

51,500

件 

52,000

件 

指標値

どおり

に推移 
76,462 

件 

103,116 

件 
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施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  

3 

＜県内企業におけるインターンシップの受入れ

促進＞ 

・県内企業へのインターンシップ参加希望者と

受入企業との調整や企業向けセミナー（２回、

参加者：143 名）等を実施（産業） 

 

（就業の受け皿づくり） 

＜大卒者等の専門・高度な知識や能力を活かせ

る就業の場の拡大＞ 

・大学、高等専門学校の卒業者の県内定着を図

るため、市町村等と連携し、雇用の受け皿と

なる企業の誘致活動を展開（産業） 

 

 

 

＜若者や女性等の志向に応じた就業の場の拡 

大＞ 

・中長期的な中心市街地活性化に係る計画の策

定や、その計画に基づく事業の実施、賑わい

づくりの事業等に対し、市町村を通じて支援

を実施（２件）（産業） 

 

・若者や女性が、商店街エリアにおいて、ウィ

ズコロナ・ポストコロナを見据えた取組みを

実施するきっかけとなるよう「まちづくりカ

フェ」を開催（産業） 

 

＜良質な就業環境づくり＞ 

・賃金向上推進事業支援金を創設し、40歳未満

の女性非正規雇用労働者の正社員化や賃金引

上げを行った事業者に支援金を支給（賃金ア

ップコース：187 社・572 名、正社員化コース：

88 社・106 名)（産業） 

 

・離職防止に向け、企業経営者の意識改革のた

めのセミナーや、入社３年目までの社員を対

象とした先輩職員との交流会などを開催（産

業） 

 

・保育士の育成・確保に向け、保育士修学資金

の貸付（95 名）や動画の作成による保育士・

保育の現場魅力発信事業を展開するととも

に、県外学生を対象とした県内就職ガイダン

スをオンラインで開催（子育） 

 

・保育士の処遇改善・離職防止に向け、処遇改

善加算に係るキャリアアップ研修（受講者：

1,894 名）及び保育士業務の負担軽減に向け

たＩＣＴ導入啓発セミナー（２回、62名）を

開催するとともに、保育補助者の雇用に要す

る経費の助成（５園、５名）を実施（子育） 

＜県内企業におけるインターンシップの受入れ促進＞ 

◆県内企業ごとインターンシップの取組みの熟度に差があるため、熟度に応じ

た支援が必要【産業】 

⇒インターンシップ受入支援のフォローアップの実施 

 

 

（就業の受け皿づくり） 

＜大卒者等の専門・高度な知識や能力を活かせる就業の場の拡大＞ 

◆大学、高等専門学校の卒業者の知識や能力を活かせる県内就業の場の拡大が

必要【産業】 

⇒企業誘致活動の推進 

・若者や女性、Ｕターン者、大卒者等の受け皿となる企業の本社機能・研究開

発機能や、ソフト産業（ソフトウェア業やデザイン業等）等に対する積極的

な誘致活動の展開 

 

＜若者や女性等の志向に応じた就業の場の拡大＞ 

◆コロナ禍にあって、商店街の活性化が停滞しており、リモートなどによる新た

な仕組みの構築やｅコマースなどの積極的活用が必要【産業】 

◆コロナ禍にあっても、若者や女性によるまちづくりの取組は継続されており、

引き続き、まちづくりを担う人材の発掘・育成が必要【産業】 

⇒市町村が実施するこれからの商店街やまちづくりを担う若者の人材育成や参

加者同士のネットワークの形成を図る事業への支援 

 

 

 

 

 

＜良質な就業環境づくり＞ 

◆非正規雇用労働者の正社員化や同一労働同一賃金の実現による、非正規雇用

労働者の処遇改善が必要【産業】 

⇒正社員化や処遇改善、特に女性の正社員化や賃金向上に向けた支援の充実 

・非正規雇用労働者の正社員化や賃金引上げを行った事業者に対する支援金

の給付 

 

◆新卒者等の早期離職を防止し、職場に定着する支援の充実が必要【産業】 

⇒新卒者等と先輩職員との交流会等の実施 

 

 

 

◆県内保育士養成校の卒業生は、多くが県内出身者である一方、保育施設に就職

した者の 14.4％（令和２年度）が県外に就職しており、若い保育人材の県内

での就職に向けた取組みが必要【子育】 

⇒保育士の育成・確保のための取組みの推進 

・保育士修学資金貸付事業における対象者の拡大継続（100人→120 人） 

・保育士・保育の現場魅力発信事業の展開 

・県外学生を対象としたガイダンスの開催 

・潜在保育士名簿の作成による就職促進 

 

◆保育士の給与改善のための処遇改善加算の適用に向け、多忙な現場の保育士

が所定の研修を受講できるよう、研修参加者の代替職員確保の支援が必要【子

育】 
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施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  

4 

・保育士養成校卒業生等の県内就職・定着に向

け、保育士修学資金の貸付（95 人）や潜在保

育士に対する就職準備金の貸付（２名）、保

育士・保育現場の魅力を発信する動画の作成

等を実施（子育） 

 

・県外保育士養成校生を対象とした県内就職ガ

イダンスをオンラインで開催（１回）すると

とともに、インターンシップへの旅費補助（４

名）を実施（子育） 

 

・保育士の処遇改善・離職防止に向け、処遇改

善加算に係るキャリアアップ研修をオンライ

ン併用で開催（７分野５会場・受講者：1,894

名）するとともに、保育業務負担軽減のため

の ICT 導入セミナーを開催（２回・受講者：

62 名）（子育） 

 

・看護師の特定行為研修受講に取り組む病院等

への支援として、病院等が負担する特定行為

研修受講費用に対する補助を実施（補助対象

機関・受講者数：12機関・28名）（健福） 

 

・山形県看護職員修学資金制度について、返還

免除対象施設等を拡充したほか、返還の場合

に利息を付す等の制度見直しを踏まえ、県内

就業に強い意志を持つ看護学生への修学資金

の貸与を実施（新規 80 名、継続 164 名）（健

福） 

 

・再就業を希望する看護職員を対象とした復職

研修を実施（参加人数：実地研修７名、e-ラ

ーニング研修 71 名）（健福） 

 

・介護事業者へ外国人介護人材の受入れに係る

経費の助成や、介護人材の裾野を広げるため

の中高年齢者、主婦及び学生等の介護未経験

者を対象とした入門的研修について、内陸・

庄内で計３回開催（計 53 人が受講修了）（健

福） 

 

・外国人介護人材に対するリモートを活用した

研修会を開催（５施設 11名）（健福） 

 

・職員のキャリアアップや勤務環境改善に積極

的な優良介護事業者を認証する「やまがた介

護事業者認証評価制度」により介護事業者の

認証を実施（健福） 

 

・介護休業制度や介護サービスの利用の仕方な

ど、在宅介護にあっても仕事と介護の両立が

⇒保育士の処遇改善・離職防止に向けた取組みの推進 

・ＩＣＴ導入による保育士業務負担軽減支援（セミナー等開催） 

・オンラインを併用した処遇改善のためのキャリアアップ研修の実施 

 

◆看護職員は依然として不足している状況にあることから、更なる看護職員確

保に向けた取組みを推進することが必要【健福】 

⇒「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を中心とした看護職員確保対

策の推進 

・認定看護師の資格取得及び看護師の特定行為研修受講に取り組む病院等へ

の支援 

・看護職員修学資金の貸付 

・県内に新設する助産師養成所等への支援 

 

◆人手不足に加え、重労働や加重な書類作成業務等がある介護現場の労働環境

改善が必要【健福】 

◆仕事と介護の両立に向け、介護休暇制度や介護サービス活用について継続し

た周知を図ることが必要【健福】 

⇒「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進（再

掲） 

・介護分野における外国人介護人材及び介護助手等の受入れ推進 

・県内の外国人介護人材へのＩＣＴ等を活用した研修や、県内事業者と現地 

の介護職業訓練校の学生との面談会の実施 

・「やまがた介護事業者認証評価制度」により、人材育成や職場環境改善等に

取り組む介護事業者を支援 

⇒介護現場革新に向けた取組支援 

・介護現場の労働環境の改善を図るため、介護ロボットやＩＣＴ機器の導入 

に対する支援を実施 

・介護職のイメージアップを図り、介護人材の確保を推進するため、小学生 

向けお仕事体験イベント「キッズタウンやまがた」における介護ブースの出

展や、介護職員のプロの技術に焦点を当てた動画の作成及び中高生向けの出

前講座や就業関係イベント等ににおける活用等の実施 
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施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  

5 

可能であるスタイルを示すＰＲ動画を作成

し、YouTube で配信するとともに、県庁ロビー

でも周知（健福） 

 

＜若者や女性の新しい感性に基づく多様な創業

の促進＞ 

・起業・創業支援のワンストップ窓口と県内外

の起業家と交流ができるコワーキングスペー

スを併設する「スタートアップステーション・

ジョージ山形」を 11 月 18 日に設置（プレオ

ープン以降の令和３年度利用者数：2,230 人）

（再掲）（産業） 
 
・県内コワーキングスペースをウェブで常時接

続し、多種多様な人と人がつながるバーチャ

ルコワーキングを構築（令和３年度新規整備：

５か所、計 12か所接続中）（産業） 
 
・女性やＵＩターン希望者などによる42件の創

業を支援（再掲）（産業） 

 

＜首都圏等からのＵＩターン就職の促進＞ 

・コロナ禍において移住者を正社員として雇用

した事業者に対する奨励金を、移住者本人に

支援金を支給し、県内への移住を促進（産業） 
 
・市町村、産業界と連携した奨学金返還支援事

業を実施し、本県の将来の担い手となる若者

の県内回帰・定着を促進（累計 1,402 人認定）

（産業） 
 
・学生・企業双方から期待が大きい「対面型」

と遠方からの参加を可能とする「オンライン

型」の両方を組み合わせた「ハイブリット型」

の合同企業説明会を開催（179社、延べ 1,007

名参加）（産業） 

 
 
＜県内企業における雇用の維持＞ 
・新型コロナの影響を受け苦境にある県内企業
が雇用を維持するため、「雇用調整助成金活
用支援事業」を実施（産業） 

 

・雇用シェアの取組みや雇用関係の助成金の申

請相談・手続きに関する「山形県相談窓口」

を開設し、相談対応や指導・助言を実施（産

業） 

 

・雇用の維持を図るため、新型コロナの影響に

より離職を余儀なくされた県民を正社員とし

て雇用した事業者に奨励金を支給（産業） 

 

 

 

 

＜若者や女性の新しい感性に基づく多様な創業の促進＞ 

◆若者や女性のアイデアを磨き上げ、ビジネスプランの作成や事業化に結び付

けていくことが必要【産業】 

⇒若者や女性の創業希望者が相談しやすい環境の整備 

・起業・創業支援のワンストップ窓口と県内外の起業家と交流ができるコワー 

キングスペースを設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜首都圏等からのＵＩターン就職の促進＞ 

◆早期から山形県に興味・関心をもってもらうことため、就職活動準備前の学生

へのアプローチが必要【産業】 

⇒大学１～３年生を対象とした合同企業説明会などを開催 
 
◆少子化や大学生を中心とした若者の県外流出等による人口減少が続いてお

り、県内企業の人材確保に向けた取組みを推進することが必要（再掲）【産業】 

⇒市町村や産業界との連携による地域を挙げた県内就職支援の展開 

・本県の将来の担い手となる若者の県内回帰・定着を促進するため、市町村・

産業界と連携した奨学金返還支援の実施 
 
◆コロナ禍により、例年と比較して就職活動・採用活動が困難となることが予想

される新卒学生・県内企業への支援が必要【産業】 

⇒学生・企業双方からの期待が大きい「対面型」と、遠方からの参加を可能とす

る「オンライン型」の両方を組み合わせた「ハイブリッド型の合同企業説明会」

を開催 
 
＜県内企業における雇用の維持＞ 

◆新型コロナウイルス感染症の感染拡大により苦境にある県内企業が雇用を維

持するための支援が必要【産業】 

⇒雇用シェアの取組みの相談や雇用関係の助成金の申請相談・手続きに関する

指導・助言を行う「山形県相談窓口」を設置し、雇用維持を図る県内企業を支

援 
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「第４次山形県総合発展計画 実施計画（令和２年度～令和６年度）」の取組状況と令和４年度の推進方向 

政策の柱１ 次代を担い地域を支える人材の育成・確保 

政 策 ４ 国内外の様々な人材の呼び込み 

 
目標指標 基準値（策定時） 直近値 目標値（R6） 進捗状況 

全年齢の社会増減数（県外からの転入者数－県外への転出者数） △4,543人（R1年） △3,111人（R3年） △1,500 人 概ね順調に推移 

 

施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  
①多様なラ

イフスタイ

ルの提案・

発信 

企画 移住・交流

ポータルサ

イト「すま

いる山形暮

ら し 情 報

館」（現「や

まがた暮ら

し情報館」）

トップペー

ジのアクセ

ス件数 

91,456 件 

(H30 年度) 

116,000

件 

 

118,000

件 

 

120,000

件 

 

121,000

件 

 

122,000

件 

 

指標値

どおり

に推移 

＜効果的な情報発信＞ 

・「ふるさと山形移住・定住推進センター」にお

いて相談対応を実施(相談件数：848 件(R2)→

1,053 件(R3))(企画) 

 

・全市町村及び関係機関の参加による移住希望

者を対象とした首都圏 UI ターンフェアを開

催(参加者：200名)（企画） 

 

・首都圏の若者を対象とした移住セミナーを開

催(参加者：135名)（企画） 

 

・インターネットやＳＮＳ広告を活用し、移住

サイトへの誘導を実施（企画） 

 

・移住希望者における関心の度合いが高い仕

事、本県の食や観光等の地域資源をはじめと

する本県の魅力をテーマに、Yamagata みらい

コミュニティ座談会（３回）や V-tuber によ

るオンラインセミナー（31回）を開催（企画） 

＜効果的な情報発信＞ 

◆コロナ禍において、イベント等の実施が困難となる中で、移住希望者のニーズ

に沿った相談対応、マッチング、定住・定着支援の一体的な展開が必要【企画】 

⇒県・市町村・産業界・大学等、オール山形で移住・定住策を一体的に展開する

「ふるさと山形移住・定住推進センター」の運営支援・連携強化 

⇒移住希望者の多様なニーズに対応した情報発信の強化 

・移住コーディネーターの配置、出張移住相談、オンラインによるセミナーの

実施 

・インフルエンサーを活用した山形の魅力の発信 

・首都圏における相談機能の強化及び「LINE」等を活用した移住情報の発信・

相談 

⇒移住・定住、関係人口創出拡大策の県全体での底上げ 

・市町村と実践者や研究者等による地方創生の知見や実践例を共有し、施策 

の深化を図る「ヤマガタ移住・定住大学」の開催 

228,983 

件 

246,204 

件 

   

②移住・定

住の促進 

企画 

産業 

県の移住相

談窓口を通

じた県外か

らの移住者

数 

62 人 

(H30 年度) 

100 人 

 

130 人 150 人 170 人 200 人 指標値

どおり

に推移 

＜移住希望者とのマッチングの強化＞ 

＜オール山形による推進体制づくり＞ 
・「ふるさと山形移住・定住推進センター」にお

いて相談対応を実施(相談件数：848 件(R2)→

1,053 件(R3))(再掲)（企画） 

 

・全市町村及び関係機関の参加による移住希望

者を対象とした首都圏 UI ターンフェアを開

催(参加者：200名)(再掲)（企画） 

 

・首都圏の若者を対象とした移住セミナーを開

催(参加者：135名)(再掲)（企画） 

 

＜生活面・就業面の支援の強化＞ 

・山形らしい移住促進策として、市町村・ＪＡ

と連携した移住者に対する食（米・味噌・醤

油）の支援（対象世帯：268 世帯）、移住世帯

に対する賃貸住宅の家賃補助（232 世帯）及び

東京圏から移住して県内中小企業等へ就職し

た者に対する支援金の給付（15世帯）を実施

（企画） 

 

＜移住希望者とのマッチングの強化＞ 

＜オール山形による推進体制づくり＞ 

＜生活面・就業面の支援の強化＞ 

◆コロナ禍において、イベント等の実施が困難となる中で、移住希望者のニーズ

に沿った相談対応、マッチング、定住・定着支援の一体的な展開が必要(再掲)

【企画】 

⇒県・市町村・産業界・大学等、オール山形で移住・定住策を一体的に展開する

「ふるさと山形移住・定住推進センター」の運営支援・連携強化（再掲） 

・首都圏における相談機能の強化（再掲） 

・移住コーディネーターの配置、出張移住相談、オンラインによるセミナー 

 の実施（再掲） 

・市町村や関係機関と連携した首都圏におけるオール山形ＵＩターンフェア

の｢オンライン＋東京会場｣のハイブリット開催 

・新型コロナ対策を踏まえたオンラインによる移住相談等の実施 

・移住希望者を応援する各種サービスや特典等の提供 

⇒山形らしい移住促進策の推進 

・「住」「食」「職」の支援の充実 

⇒移住・定住、関係人口創出拡大策の県全体での底上げ（再掲） 

・市町村と実践者や研究者等による地方創生の知見や実践例を共有し、施策 

の深化を図る「ヤマガタ移住・定住大学」の開催（再掲 

 

 

143 人 264 人    
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施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  

2 

・移住者及び希望者に対し、「やまがた暮らし

応援カード」を発行し（交付件数：210件）、

店舗や窓口で掲示した際に料金割引などを受

けることができるサービスを提供（協賛事業

者：20 社 314 店舗）（企画） 

 

・市町村、産業界と連携した奨学金返還支援事

業を実施し、本県の将来の担い手となる若者

の県内回帰・定着を促進（累計 1,402 人認定）

（再掲）（産業） 

 

・新型コロナの影響により離職を余儀なくされ

た県民及び県外から本県に移住した方を正社

員として採用した事業者に対して奨励金を支

給するとともに、移住者本人に支援金を支給

（産業） 

◆少子化や大学生を中心とした若者の県外流出等による人口減少が続いてお

り、県内企業の人材確保に向けた取組みを推進することが必要（再掲）【産業】 

⇒市町村や産業界との連携による地域を挙げた県内就職支援の展開（再掲） 

・本県の将来の担い手となる若者の県内回帰・定着を促進するため、市町村・

産業界と連携した奨学金返還支援の実施（再掲） 

 

③「関係人

口」の創出・

拡大 

企画 

産業 

関係

部局 

県内で展開

さ れ る 移

住・定住を

目的とした

短期滞在プ

ログラム数 

42 

プログラム 

(H30 年度) 

45 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

 

50 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

55 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

58 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

60 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

策定時

を下回

る 

＜本県との関わりの創出・拡大＞ 

・市町村と連携した多様な体験プログラムにつ

いては、新型コロナの感染拡大の影響により、

市町村において規模及び開催回数を最低限に

して実施することとなったが、オンラインを

活用し、県内各地域からのライブ配信を交え

たセミナーを８回開催（企画） 

 

・学生の支援及び県内回帰を図るため、新型コ

ロナの感染拡大により経済的な影響を受けて

いる本県出身の県外在住学生に対する食の提

供を実施（3,535 件）（企画） 

 

・移住希望者における関心の度合いが高い仕

事、本県の食や観光等の地域資源をはじめと

する本県の魅力をテーマに、Yamagata みらい

コミュニティ座談会（３回）や V-tuber によ

るオンラインセミナー（31回）を開催（再掲）

（企画） 

 

・仕事に特化して本県と関わるビジネス関係人

口の本県訪問、県内企業等との交流を促進し、

県内企業等のイノベーション創出、人脈形成

を支援するとともに、当該ビジネス関係人口

が訪問した企業や本県の魅力をＳＮＳ等で発

信するなど、移住・定住の促進に向けた魅力

的なビジネス環境の整備を推進（企画） 

 

・企業訪問などにより副業・兼業人材活用の理

解促進を図り、令和３年度のプロフェッショ

ナル人材に係る副業・兼業について 27件成約

（東北１位）（産業） 

 

 

 

＜本県との関わりの創出・拡大＞ 

◆コロナ禍の中で、県外在住者に本県との関わりを持ってもらう多様な機会を

創出することが必要【企画】 

⇒移住希望者の関心が高い仕事や山形の魅力等を通じたアプローチによる移

住・定住の推進 

・ビジネス関係人口の創出拡大による魅力的なビジネス環境づくり 

・インフルエンサーを活用した山形の魅力の発信（再掲） 

⇒移住・定住、関係人口創出拡大策の県全体での底上げ（再掲） 

・市町村と実践者や研究者等による地方創生の知見や実践例を共有し、施策 

の深化を図る「ヤマガタ移住・定住大学」の開催（再掲） 

 

◆企業の成長戦略を実現するために有効となる副業・兼業人材の活用に向け、県

内企業への理解をさらに深めることが必要【産業】 

⇒県内企業における副業・兼業人材活用のための周知の強化 

・コロナ禍における副業・兼業の有用性などについて、企業訪問やチラシ作成

などによる周知を実施 

 

◆コロナ禍により停滞している関係人口の拡大につなげるため、本県との関わ

りがある県外在住者に対し、来県を促すような機会の提供が必要【産業】 

⇒山形応援寄付金（ふるさと納税）を通した県産品の販路拡大 

・｢山形心のふるさと県民｣を対象とした返礼品モニター募集について、体験型

に限定し、寄附者と本県のつながりを強化するとともに、体験型返礼品の需

要を喚起 

22 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

15 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
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施策 部局 

ＫＰＩ 
進捗 

状況 
令和３年度の主な取組状況・評価 

令和４年度の推進方向 

項目 
基準値 

（策定時） 

指標値（上段：計画、下段：実績） 
課題（◆）／対応（⇒） 

R2 R3 R4 R5 R6  

3 

・「山形心のふるさと県民」認定制度（ふるさと

納税で３年連続寄附をいただいた方を対象に

認定し、「山形ファンクラブ」の会員証を送付

する取組み）を通して、本県との関わりを継

続する機会を提供し、都内在住の山形応援寄

付金（ふるさと納税）への寄附者に対し、寄附

を募るチラシとともに「山形ファンクラブ」

のチラシを送付し、ファンクラブ会員数が増

加（産業） 

④外国人材

の受入れ拡

大 

企画 

健福 

産業 

 

外国人留学

生の県内受

入数 

293 人 

(H30 年度) 

311 人 

 

342 人 

※ 

377 人 

 

414 人 

 

455 人 

 

策定時

を下回

る 

＜留学生等の受入れから定着までの総合的な支

援＞ 

・本県への就職を希望する留学生に対する経済

的支援（38 名に対して月２万円の奨学金を支

給）により、当奨学金を受給する卒業年次生

26 名のうち 17名が県内企業へ内定（企画） 

 

・「やまがた留学ポータルサイト」の創設や、

「やまがた留学オンラインフェア」を開催す

るなど、オンラインを活用した情報発信を実

施（企画） 

 

＜外国人材の受入れに関するサポートの展開＞ 

・外国人総合相談ワンストップセンターにおい

て、在住外国人や県内企業等を対象とした生

活・就労等に関する一元的な情報提供・相談

を実施（企画） 

 

・介護事業者へ外国人介護人材の受入れに係る

経費の助成や、受入れに伴う在留資格等の制

度説明会を実施（参加者：23名）（健福） 

 

・外国人介護人材に対するリモートを活用した

研修会を開催（５施設 11名）（健福） 

＜留学生等の受入れから定着までの総合的な支援＞ 

◆少子高齢化や生産年齢人口の減少の進展に伴い、労働力不足や生産活動の低

下などの影響が大きく懸念される中、地域社会や産業経済の活力向上を支え

る人材となり得る外国人留学生等を積極的に取り込むことが必要【企画】【産

業】 

⇒国内外の経営者等と県内の若者等が交流を深めることで山形県の存在感を高

め、外国人の関係人口を創出 

⇒産学官連携による留学生トータルサポート体制の構築 

⇒本県への就職を希望する留学生に対する経済的支援の実施 

⇒留学生ポータルサイトによる情報発信 

 

 

＜外国人材の受入れに関するサポートの展開＞ 

◆人口減少や人手不足が深刻化する中、産業・経済発展の新たな担い手となる人

材の受入拡大・定着に向けて、各関係機関の連携を一層強化することが必要

【企画】 

⇒外国人総合相談ワンストップセンターによる生活・就労等に関する一元的な

情報提供・相談の実施 

 

◆介護職員の人材不足に対応する継続的な人材確保の取組みが必要【健福】 

⇒介護分野におけるＥＰＡ、留学生、技能実習生等の外国人材の受入れを推進 

⇒県内の外国人介護人材へのＩＣＴ等を活用した研修や県内介護事業者向け説

明会の実施（再掲） 

315 人 280 人    

 

※新型コロナによる入国制限等で今後の見通しが不透明 
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